
府
令
・
省
令

省

令

規

則

平成™�年˜™月™›日 水曜日 第�››˜号官 報
２

こ
の
政
令
に
お
け
る
原
産
地
に
つ
い
て
は
、
関
税
法

施
行
令
（
昭
和
二
十
九
年
政
令
第
百
五
十
号
）
第
四
条

の
二
第
四
項
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

（
税
率
）

第
二
条

特
定
貨
物
に
課
す
る
暫
定
不
当
廉
売
関
税
の
税

率
は
、
六
十
九
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
と
す
る
。

〇
内
閣
府

財
務
省
令
第
五
号

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
七
年

政
令
第
百
八
十
六
号
）
第
一
条
の
三
第
一
項
第
八
号
イ
の

規
定
に
基
づ
き
、
沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
命
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
六
年
十
二
月
二
十
四
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
命
令

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
七

年
総
理
府

大
蔵
省
令
第
一
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
の
二
第
一
項
第
二
号
ハ
を
次
の
よ
う
に
改
め

る
。

ハ

施
行
再
建
マ
ン
シ
ョ
ン
（
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替

え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法

律
第
七
十
八
号
）
第
二
条
第
一
項
第
七
号
に
規
定

す
る
施
行
再
建
マ
ン
シ
ョ
ン
を
い
う
。）又
は
売
却

再
建
マ
ン
シ
ョ
ン
（
同
項
第
十
号
に
規
定
す
る
売

却
マ
ン
シ
ョ
ン
が
除
却
さ
れ
る
と
と
も
に
、
当
該

売
却
マ
ン
シ
ョ
ン
の
敷
地
（
こ
れ
に
隣
接
す
る
土

地
を
含
む
。）に
新
た
に
建
設
さ
れ
る
マ
ン
シ
ョ
ン

を
い
う
。）で
あ
っ
て
、
敷
地
面
積
が
三
百
平
方

メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ
る
こ
と
。

附

則

こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
会
計
検
査
院
規
則
第
十
一
号

会
計
検
査
院
事
務
総
局
事
務
分
掌
及
び
分
課
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
六
年
十
二
月
二
十
四
日

会
計
検
査
院
長

河
戸

光
彦

会
計
検
査
院
事
務
総
局
事
務
分
掌
及
び
分
課
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

会
計
検
査
院
事
務
総
局
事
務
分
掌
及
び
分
課
規
則
（
昭

和
二
十
二
年
会
計
検
査
院
規
則
第
三
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
三
局
環
境
検
査
課
の
事
務
分
掌
事
項
欄
中
「
日

本
環
境
安
全
事
業
株
式
会
社
」
を
「
中
間
貯
蔵
・
環
境
安

全
事
業
株
式
会
社
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
国
土
交
通
省
令
第
九
十
四
号

日
本
環
境
安
全
事
業
株
式
会
社
法
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
百
二
十
号
）
の
施
行
に
伴

い
、
建
設
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次

の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
六
年
十
二
月
二
十
四
日

国
土
交
通
大
臣

太
田

昭
宏

建
設
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

建
設
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
四
年
建
設
省
令
第
十

四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
八
条
中
「
、
公
害
健
康
被
害
補
償
予
防
協
会
」
を

削
り
、「
地
方
競
馬
全
国
協
会
」
の
下
に
「
、
中
間
貯
蔵
・

環
境
安
全
事
業
株
式
会
社
」
を
、「
独
立
行
政
法
人
科
学
技

術
振
興
機
構
」
の
下
に
「
、
独
立
行
政
法
人
環
境
再
生
保

全
機
構
」
を
加
え
、「
、
日
本
環
境
安
全
事
業
株
式
会
社
」

を
削
る
。附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
提
出
書
類
）

第
三
条

税
関
長
は
、
ト
ル
エ
ン
ジ
イ
ソ
シ
ア
ナ
ー
ト
又

は
保
税
工
場
若
し
く
は
総
合
保
税
地
域
に
お
い
て
行
わ

れ
た
ト
ル
エ
ン
ジ
イ
ソ
シ
ア
ナ
ー
ト
を
原
料
の
一
部
と

す
る
製
造
に
よ
る
製
品
で
あ
る
外
国
貨
物
を
輸
入
し
よ

う
と
す
る
者
に
対
し
、
当
該
ト
ル
エ
ン
ジ
イ
ソ
シ
ア

ナ
ー
ト
の
原
産
地
を
証
明
し
た
書
類
を
提
出
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
る
。

２

関
税
法
施
行
令
第
六
十
一
条
第
二
項
及
び
第
三
項
並

び
に
関
税
暫
定
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
五
年
政
令

第
六
十
九
号
）
第
二
十
八
条
の
規
定
は
、
前
項
の
書
類

に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
関
税
法

施
行
令
第
六
十
一
条
第
二
項
中
「
同
号
の
便
益
を
受
け

よ
う
と
す
る
」
と
あ
る
の
は
「
そ
の
証
明
に
係
る
」と
、

関
税
暫
定
措
置
法
施
行
令
第
二
十
八
条
中
「
蔵
入
れ
申

請
等
が
さ
れ
る
物
品
に
つ
い
て
は
、
当
該
蔵
入
れ
申
請

等
。
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
同
じ
」
と
あ
る
の
は
「
当

該
証
明
に
係
る
物
品
に
つ
い
て
蔵
入
れ
申
請
等
が
さ
れ

る
場
合
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
蔵
入
れ
申
請
等
の

場
合
」
と
い
う
。）に
あ
つ
て
は
当
該
蔵
入
れ
申
請
等
と

し
、
当
該
証
明
に
係
る
物
品
が
特
例
申
告
に
係
る
貨
物

で
あ
る
場
合
（
蔵
入
れ
申
請
等
の
場
合
を
除
く
。）に
あ

つ
て
は
当
該
特
例
申
告
と
す
る
」
と
読
み
替
え
る
も
の

と
す
る
。

（
関
税
法
の
適
用
）

第
四
条

特
定
貨
物
に
課
す
る
暫
定
不
当
廉
売
関
税
及
び

法
の
別
表
の
税
率
（
条
約
中
に
関
税
に
つ
い
て
特
別
の

規
定
が
あ
り
当
該
特
別
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に

あ
っ
て
は
当
該
特
別
の
規
定
に
よ
る
税
率
、
関
税
暫
定

措
置
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
三
十
六
号
）
第
八
条

の
二
第
一
項
第
三
号
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に

あ
っ
て
は
同
号
の
税
率
と
す
る
。）に
よ
る
関
税
に
つ
い

て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
別
個
の
関
税
と
し
て
関
税
法
（
昭
和

二
十
九
年
法
律
第
六
十
一
号
）
第
二
章
の
規
定
を
適
用

す
る
。附

則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
の
翌
日
か
ら
施
行
す
る
。

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

˜˜
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